
K̂ 開示すべきセグメント情報 （単位：千円）

区 分 大 学 附属学校 小 計 法人共通 合 計

業務費用
業務費 2¶617¶766 908¶723 3¶526¶490 445¶251 3¶971¶742

教育経費 389¶478 129¶265 518¶743 1¶827 520¶571

研究経費 164¶110 300 164¶410 7¶338 171¶748

診療経費 ` ` ` ` `

教育研究支援経費 86¶677 ` 86¶677 20¶515 107¶193

受託研究費 500 1¶941 2¶441 ` 2¶441

受託事業費 103¶175 926 104¶102 ` 104¶102

人件費 1¶873¶824 776¶289 2¶650¶114 415¶568 3¶065¶683

一般管理費 21¶092 2¶955 24¶047 146¶263 170¶311

財務費用 683 ` 683 191 874

雑損 ` ` ` 0 0

小 計 2¶639¶542 911¶679 3¶551¶221 591¶706 4¶142¶928

業務収益
運営費交付金収益 1¶905¶696 778¶822 2¶684¶519 414¶358 3¶098¶878

学生納付収益 665¶731 14¶422 680¶154 ` 680¶154

附属病院収益 ` ` ` ` `

補助金等収益 2¶951 ` 2¶951 ` 2¶951

受託研究等収益 500 1¶941 2¶441 ` 2¶441

受託事業等収益 103¶193 926 104¶120 ` 104¶120

寄附金収益 6¶605 9¶914 16¶520 ` 16¶520

施設費収益 27¶794 ` 27¶794 ` 27¶794

財務収益 ` ` ` 1¶007 1¶007

雑益 73¶562 482 74¶044 17¶215 91¶259

資産見返負債戻入 96¶366 15¶377 111¶743 27¶567 139¶310

小 計 2¶882¶401 821¶887 3¶704¶289 460¶148 4¶164¶437

L̃ 寄附金の明細

区 分 当期受入（千円） 件数（件） 摘 要

大 学 12¶714 33 現物寄附7¶989千円（23件）を含
む

附 属 学 校 13¶970 99

合 計 26¶684 132

業務損益 242¶859 � 89¶791 153¶068 � 131¶558 21¶509

土地 4¶043¶494 4¶393¶834 8¶437¶329 907¶505 9¶344¶834

建物 1¶398¶307 963¶101 2¶361¶409 300¶782 2¶662¶191

構築物 158¶464 94¶738 253¶203 31¶779 284¶983

その他 1¶581¶879 28¶912 1¶610¶791 1¶357¶010 2¶967¶802

帰属資産 7¶182¶146 5¶480¶587 12¶662¶733 2¶597¶078 15¶259¶812
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注）１．支給人員数は、年間平均支給員数で算出しております。
２．役員に対する報酬等の支給基準は、本学役員報酬規程に基づいております。
３．教職員に対する給与の支給基準は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95

号）及び人事院規則に準拠し、本学職員給与規程に基づいております。
４．退職手当の支給基準は、一般職国家公務員に準拠し、本学役員退職手当規定及び本学教職
員退職手当規程を定めております。
５．退職金相当額を運営費交付金で措置する必要がある役職員の支給額を、上段（ ）書き内
数として記載しております。
６．支給額には法定福利費は含まれておりません。
７．常勤・非常勤の定義は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与の水準の公表方
法等について（ガイドライン）」（総務大臣策定）を準用しており、「受託研究等により雇用す
る者」及び「派遣会社に支払う費用」は含まれておりません。

注）１．セグメントの区分方法は、本学の業務に応じて大学と附属学校の２つに区分し、各セグメ

ントへ配賦しない業務損益及び帰属資産は法人共通へ計上しております。

２．業務費用のうち、法人共通591¶706千円は各セグメントへ配賦しなかったもの及び配賦不

能な費用であり、その主な内容は役員人件費54¶753千円、職員人件費360¶815千円と一般管理

費の146¶263千円であります。

３．運営費交付金収益は、運営費交付金を財源に支出した費用に見合った金額となるように配

賦しております。運営費交付金を財源として支出したことが明確な費用に対する見合い分に

ついては支出額と同額を、その他の明確に特定できない費用の見合い分については各セグメ

ントへの予算配分金額を基にした比率で按分し、配賦しております。

４．帰属資産のうち、法人共通2¶597¶078千円は各セグメントへ配賦しなかったものであり、そ

の主な内容は土地と現金及び預金で、それぞれ907¶505千円、1¶224¶417千円であります。

５．セグメント別の減価償却費は、大学113¶631千円、附属学校15¶377千円、法人共通28¶118千

円であります。

６．セグメント別の損益外減価償却相当額は、大学123¶431千円、附属学校66¶382千円、法人共

通35¶936千円であります。

７．損益外減損損失は、当期発生しておりません。

８．損益外利息費用相当額は、当期発生しておりません。

９．セグメント別の損益外除売却差額相当額は、大学０千円、附属学校523千円、法人共通０千

円であります。

10．セグメント別の引当外賞与増加見積額は、大学�2¶402千円、附属学校�1¶259千円、法人共

通249千円であります。

11．セグメント別の引当外退職給付増加見積額は、大学�67¶719千円、附属学校�7¶343千円、法

人共通30¶916千円であります。
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